
外務委員会(09o41の質問要旨

衆議院議員 武正公一

1、JBICに よる出資が 50年 と長期にわたる理由 (外務大臣、財務省、防衛省)

2、  在沖海兵隊グアム移転支援整備事業基本構想策定業務報告書の資料を
一部しか開示できない理由 (外務大臣、防衛省)

3、  第 8条 は片務的ではないか(外務大臣)

4、  利子についての扱い、第 4条 、7条 2、7条 4(外 務大臣、防衛省)

5、  家族住宅 3500戸 を25.5億ドルで換算すると1戸 当たりは高額すぎるの

ではないか

(外務大臣、防衛省)
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JBICの出資案件

2004:年6月28日 クリーンエナジーファンド 婆ど鵠
フアンド今の出資。

20o4年12月1日昌棄       テ貸藻式会社邊暑蓋交手:壁足月ご昌了
エクトから生じる排出

2008奪二9月5日 シンガポール・セノコ・パヮ_リミテッドシンガポールの電力会社への出資。 36.5億シンガポールドル

2008年 12月 19日 China EnvirOnment Fund

事胸 吉鷲房雹妄Fネ
関連事業を投資対象と

2009年2月 2日 途上国銀行資本増強ファンド 晏罰      ち1や劣後融資を行うファンFスあ吾費:
2009年 2月 10日 カナダ・ゥラニウム ・ヮン社

霧 』 賃 瑠 り
ウヽランの生産・販売を行うカ

2.7億カナダドル

出所 :」BIc提 出資料
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情報開示要求項目 (2009_4.8)への回答

2009.4. 9

防  衛  省

「在沖米海兵隊グアム移転支援整備事業基本構想策定業務報告書」に関して、御指
摘頂いた各開示要求項目についての記載事項の概要、非開示とした理由は以下の通り。

<ブト開示とした理由>              ,
① 米側から非公表を前提に入手した情報であり、公表すれば今後の米側の調達との
関係で問題が生じるおそれがあるなどの理由から米国国内法上、保護されるべき
ものとされているため。
② 日米協議で日本側が然るべく主張していくための情報 (積算にかかる詳細な費用
項目、金額等)であり、公表すれば、今後の日米交渉における日本側の立場に影
響を及ばすおそれがあるため。

開示要求項目 記載事項の概要

独身下士官用隊舎 (BE

里)の 「戸数」(lo/201)
米側が見積もった独身下士官用隊舎

→BEQプ ロトタィプ検
討 (追加文書)

米側が見積もった入居対象となる下
士官の員数、その階級別内訳、延べ床
面積を含む施設所要

独身用下士官隊舎 1棟分のモデル設
計図、当該モデル設計図に基づくコス
ト試算

米軍試算の想定電力需要
量と計算式 (14,99～)

米側が検討した需要量、その計算の根
拠、ォプション等

米側の上水道整備の試算
(14,130～)

米側が検討した需要量、その計算の根
拠、オプション、詳細な建設費・運用
費等

下水道の費用、オプショ
ン、計画地 (15,140～)

米側が検討した需要量、その計算の根
拠、ォプション、詳細な建設費 3運用

廃棄物 (15,149～) 米側が検討した需要量、その計算の根

型主オプション等
試算の計算式と基準とな
る物価上昇率 (34)

各種単価をグアムにおける事業に適
用するための単価に置き換える際の
補正係数、想定される物価上昇率等
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開示要求項目 記載事項の概要
非開示とした

理由

7 道路計画の図 (66) 米側が作成したフィネガヤン地区の

詳細な地形データ

①

道路整備計画の案 ②
8 家族住宅整備用の間接費

用 (諸経費、土地取得費、

建築工事費)(78)

間接費用にかかる詳細な費用項目、積

算に用いた計算方法、金額

②

→家族住宅プロトタィプ

の検討 (追加文書)

事業コストの積算にかかる詳細な費
用項目、積算に用いた計算方法、金額

②

9 維持管理業務の費用

件費・人員配置など)
～)

人

８３

＜

　

＜

維持管理業務にかかる詳細な費用項
目、積算に用いた計算方法、金額

②

10 日本との費用比較表(92) 維持口管理・補修費用にかかる詳細な

費用項目
②

ユーテイリティの料金分

析  (93-)

ユーテイリティ料金にかかる金額 ②

12 各オプションの年間支出
金額と金利 (112)

建設費、維持管理費、金利等 ②

131『
1lζ
フラの今後の課 収益性にかかる検討結果     l②

1 4 代替エネルギーのライフ

サイクルコス トと経済収

支 (115)

米側が検討した各代替エネルギー毎
のコスト情報等

①

1 5 その他の留意事項 (186

～ )

米側が試算した間接費の比率、労働者
報酬,労務者宿舎め建設費用等

①

規模効果として期待するコス ト減額
の具体的な費用項目、水準

②

16 家族住宅PPv事 業スキ
ームのバリエーションと
メリット・デメリット
(197)

事業スキームの各バリエーションに
ついてのメリットロデメリット、比較
検討結果

②

17 日米のリスク分担 (追加

文書)

個別のリスクに関する日米間の分担
の案等

②

(以上 )
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表 4-1
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NEW SINGLE FAMILY SUBDIVIS10NS

PROJECT
丁OTAL NUMBER OF UNIttS REPORttED ASKING PRICES $/uNIT

PARADISE ESttAttES
$179,000-$199,000

IRONwoOD ESttAttES
RENttAL ONLY

IRONWooD MANOR
RENttAL ONLY

ICIA ESttAttES
$250,000

IALC)vERDE ESttAttES
$600,000-$9oO,00o (PRELIMINARY)

SttARtts GUAM GOLF RESORttS
$400.ooO―$650,000

堕LLA CARMEN
幽 1000ゴ$465,000

出Jミ  GUMA REAL ESttATE INVESTOR:S GUIDE(CAPTAIN REALITY ADVISORS)
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2009,o4.10

衆議院外務委員会 (対総理)質 問要旨

衆議院議員 武正公一

1、 米軍再編に係る政府の説明責任について

2、 グアム移転協定は米国議会の承認が必要と考えるがどうか

3、 ォバマ ・バイデン・アジェンダでは海兵隊員 27000人 の増員

がうたわれている。総定員数が増えると、沖縄の 8000人 の定員

が減っても新たに沖縄の定員が増えることにならないか

4、 家族住宅 3500戸 に 25.5億 ドルは高額ではないか

5、 家族住宅、基地内インフラの出資、融資などの枠組みについて

以上



移転経費の内訳

財源

外務委員会 2009。4.10
武正公一提出資料

25.5億 ドル

4(意 ドル

60 9イ意 ドル

事業内容

司令部庁舎
教場

隊舎

デ校等生活関連施設

日本側の分担

米国側の分担

財政支出
(真水)

家族住宅

基地内インフラ
(電力、上下水道、廃棄物処理)

5, o喉 露ドル

6.3(意 ドル

4. 2イ意ドル

ヘリ発着場
通信施設
訓練支援施設
整備補給施設
燃料 "弾薬保管施設

申 地施設

財政支出
(真水) 8右蒙ドル

10_ 0億 ドル

41.8億 ドル

道路 (高規格道路)

102」 7億 ドル

0億 ドル
(上限)

出典 :防衛省作成資料


